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⚫ 2000年の介護保険制度施行にともない、

200万人以上が従事する、

非常に大きな労働市場に

1．はじめに

適正で統一された教育訓練・能力開発管理が存在しない

ホスピタリティマネジメントを適用した場合、介護する側される

側の壁を乗り越えて、お互いに相互成長できる介護の在り方につい

て理解しておく

1.1 本研究の背景



介護事業本来の目的である自立支援を成し得

ることが可能かという問い出し、考察し、一つ

の解を導きだすことである。

1．はじめに

1.1 本研究の目的（問題提起）

その教育訓練・能力開発管理に、

ホスピタリティマネジメントを適用した場合



1．はじめに

それはどのようなプログラムで、それを実践すること

により、介護業界はどのような未来を創造することが

できるのか。

本研究の価値

適正な教育訓練・能力開発管理にホスピタリティマネ

ジメント理論を通じて提案することで、働く人のモチ

ベーションを高め、人財の育成がなされること。

本研究の期待される効果

1.1 本研究の価値・期待される効果



２．介護業界の人財マネジメントの変遷

2000年

2025年

2040年

老人家庭奉仕員（１）

介護従事者 55万人（２）

介護給付費15兆円（３）

介護従事者 248万人（４）

30万人の人財不足

介護従事者 280万人

2.1介護従事者の推移と今後の見込みについて



３．介護の教育訓練・能力開発管理の問題点

⚫ 介護労働安定センターの調査（５）によると離職率は14.1％と

全産業の14.2％を0.1％下回っている。

3.1不足する介護職員の現状

従業員の過不足「①大いに不足」「②不足」「③やや不
足」と感じている事業所は、全体の63.0％（６）

特に最も事業所の多い訪問介護の有効求人倍率は、
14.92倍

離職理由で最も多いのが、

「職場の人間関係（20.0％）」（７）



３．介護の教育訓練・能力開発管理の問題点

3.２増加する介護施設での虐待

介護従事者等による、高齢者虐待の相談・通報件数は2,390件と対前年度比

で14.0%増、虐待件数739件と対前年度比で24.2％増となっている。（８）

現
状

出所：厚生労働省 令和３年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基
づく対応状況等に関する調査結果より



４．全国的に実施されている教育訓練・能力開発管理の
状況

⚫ 介護プロフェッショナル段位制度

業界全体のスキルを統一化しようとするもの

⚫ 認知症介護基礎研修の義務化

無資格の従事者に向けて一定の知識をつけるもの

⚫ 資格の取得

介護福祉士や認知症実践者研修などの公民資格の取得



① 人が人に寄り添い伴走するマネジメント。

② お互いが心を一つにして力を出し合い達成していくマネジメント。

③ 「心」と「頭脳」を働かせて価値創造を実現するマネジメント。

④ 組織関係者をネットワーク化して「情報共感」「情報創造」

「知的創造」を推進していくマネジメント。

５．ホスピタリティマネジメントを介護に適用する意義

ホスピタリティマネジメントの特徴（10）

問

題

人の役に立ちたいとしてこの業を志す介護職員が殆どである中、なぜ、助け
を求める利用者を目の前にして、その志が発揮できなくなっ
ているのだろうか。（９）



５．ホスピタリティマネジメントを介護に適用する意義

ホスピタリティマネジメント

１）経営者として事業本来の目的を達成するため

２）介護従事者として自らの志を高め発揮していくため

３）利用者としてサービスの享受者だけでなく、自らも主体者とし

て関係者に影響を与えていく存在であるため

教育訓練・能力開発管理に適用
することは非常に意義がある



６．介護業界にホスピタリティマネジメントを適用した教育訓練・能力開発管理の考え方

出所：吉原編著（2020）第５章１．３図５－１を引用し適用した。



７．介護業界にホスピタリティマネジメントを適用した教育訓練・能力開発管理の全体像

出所：出所：吉原敬典（2014）「ホスピタリティマネジメント」白桃書房（図表１－５ ３つの領域を引用し適用した。

自己の思いや考え
を整理してまとめ、
関係者に発信しな
がら問い直して、
活動の意味を形成
する領域（11）

視野を広げて組織
内外の関係者と親
しく相互交流し、
共感性を広げると
ともに、自己の思
いや考えを問い直
す領域（12）

成果に直接的に関係する
課題・目標、ならびにそ
の達成のための方針を組
み立て、資源を動員し達
成推進して、成果を獲得
してゆく領域（13）



⚫ 実施年月

2023年6月23日13：00～15：00

⚫ 実施場所

大阪府堺市某特別養護老人ホーム

⚫ 対象者

管理者1名・リーダー職1名・介護職員2名

８．インタビュー調査

８．１ 実施内容と対象者



１）管理職にとっては、管理職側の思いと、実際の現場の温

度差が存在し、その溝を埋めることに対して苦労している。

２）介護職員にとっては、前向きに仕事を行っているものの、

業務に手いっぱいで、主体的な教育訓練・能力開発管理は困

難である。

キ
ー
ワ
ー
ド

「寄り添った支援」「思いのばらつき」「言葉や文化の違

い」「看取り」「現状を受け容れ」「人生観」「真摯」「温

度差」「関係の破綻」「ギャップ」「理想」「人間関係」

「実践」「時間的」「人員的」「交流」「情報交換」

８．インタビュー調査

８．２ 回答サマリーと抽出されたキーワード



仕
事
の
意
義
が
見

出
せ
る
か
が
鍵

（１）サービス概念とホスピタリティ概念の両方を教育

訓練・能力開発管理すべきである。

（２）職場内の人間関係がケアの質を決める。

（３）継続的な教育訓練・能力開発管理がケアの質を高

めていく。

利用者の生活全般を支え、その人の人生の最後の数年間に寄

り添って、共に過ごす全人的なケアを提供しているのだいう仕

事への意義や誇りが見いだせるかどうかが、就業継続に影響を

与えていると思われる。（14）

８．３ 文献調査及びインタヴュー調査による仮説

８．インタビュー調査



⚫ 実施年月

2023年９月12日～

⚫ 実施場所

岡山県倉敷市某生活介護（障がい者通所）

⚫ 対象者

リーダー職1名・介護職員3名

９．自己評価による先行調査

９．１ 実施内容と対象者



９．自己評価による先行調査

９．２ 評価表



（１）経営者による過度な効率化と現場のコスト感覚のなさ

（２）介護の仕事は組織内外の関係者との交流と補完がほとんど

（３）利用者も提供者として存在することの重要性

明
ら
か
に
な
っ
た
点

介護業界にホスピタリティマネジメントの適用による教育訓練・能力

開発管理が、関係者すべてにおいて相互成長を促し、自立支

援には欠かせないものであるということが明らかになった。

10.1 まとめ（本研究で明らかになったこと）

１０．おわりに

具体的には・・・



今回、主に介護従事者の業務について、介護プロフェッショナルキャリア段位制度の

評価対象となっている13項目を教育訓練・能力開発管理する場合、それぞれ「人間価

値」「サービス価値」「ホスピタリティ価値」のどれに該当するのかについて検討した

が、どの項目もすべて必要であると結論づけ、明確に区分することが困難であった。

そのため、筆者自身が、文献調査及びインタヴュー調査をもとに自己評価表を作成し、

実際に現場で働いている従事者に自己評価を行ったことについて、ホスピタリティマネ

ジメントを適用した教育訓練・能力開発管理について、そのプログラムが明確になりつ

つあると言える。今後は、より定量的な基準を明確にするため、アンケート調査

を実施することで、定性的なプログラムと定量的なプログラムを開発すること

が可能であると考える。

１０．おわりに

10.２ 今後の課題



[１]参考文献[４]参照
[２]インターネット資料[３]参照
[３]参考文献[４]1頁を引用し、適用した。
[４]参考文献[４] 1頁を引用し、適用した。
[５]参考文献[１]参照。
[６]参考文献[１]参照。
[７]参考文献[１]参照。
[８]インターネット資料１参照。
[９]参考文献[14]155頁を引用し、適用した。
[10]参考文献[15]25頁を引用し、適用した。
[11]参考文献[15]36頁を引用し、適用した。
[12]参考文献[15]36頁を引用し、適用した。
[13]参考文献[15]37頁を引用し、適用した。
[14]参考文献[11]79頁を引用し、適用した。
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[１] 介護労働安定センター（2021）『令和３年度介護労働実態調査 事業所における介
護労働実態調査 結果報告書』
[２] 介護労働安定センター（2017）『平成29年度介護労働実態調査 事業所における介護
労働実態調査 結果報告書』
[３] 介護労働安定センター（2017）『平成29年度 介護労働実態調査 介護労働者の就業
実態と就業意識調査』
[４]厚生労働省『2025 年に向けた介護人材の確保 ～量と質の好循環の確立に向けて～』
厚生労働省平成 27 年 2 月 25 日 社会保障審議会福祉部会 福祉人材確保専門委員会
[５] 厚生労働省：令和２年 介護サービス施設・事業所調査の概況
[６]菅野雅子（2020）『介護人材マネジメントの理論と実践』法政大学出版局
[７]田中元（2019）『スタッフに『辞める！』と言わせない介護現場のマネジメント』
自由国民社
[８]トム・ピーターズ（1994）『トム・ピーターズの経営破壊』TBSブリタニカ
[９]フィリップ・コトラー（2010）『コトラーのマーケティング3.0 ソーシャル・メ
ディア時代の新法則』朝日新聞出版社
[10]フレデリック・ハーズバーグ（2019）『新版動機づける力 モチベーションの理論
と実践』ハーバード・ビジネス・レビュー編集部 編訳
[11]大和三重（2014）『介護人材の定着促進に向けて』職務満足度の影響を探る：関西
学院大学出版会
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[12]吉原敬典（2023）「未来創造へ向けてホスピタリティ経営を推進する 従来からの
サービスマネジメントでは適応できない！」『目白大学経営学部・大学院経営研究科経
営の未来を考える 不確実性の高い時代を乗り切るために』目白大学経営学部・大学院
経営研究科編著 ミネルヴァ書房
[13]吉原敬典（2020）『ホスピタリティマネジメントが介護を変える～サービス偏重か
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[14]吉原敬典（2014）『ホスピタリティマネジメント』白桃書房
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[インターネット資料]
[１]厚生労働省ホームページ（2023年10月23日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000196989_00024.html
[２]一般社団法人シルバーサービス振興会『介護プロフェッショナルキャリア段位制
度』ホームページ（2023年10月23日閲覧）
https://careprofessional.org/careproweb/jsp/

[３]『老人家庭奉仕員事業のサービスの内容について』昭和４１年１月２８日（2023年
10月23日閲覧）
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta2339&dataType=1&pageNo=1
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ご清聴ありがとう
ございました
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